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広東・香港・マカオ大湾区発展計画綱要 

2019 年 2 月 18 日、中国の中央政府当局は「広東・香港・マカオ大湾区発展計画綱要」（以下「計画綱要」）を発表しました。これにより、

珠江デルタ地域の経済的・社会的統合は新たな段階に入りました。 

大湾区は、中国が描く国家発展の青写真の重要な戦略的構成要素です。この計画は、改革・イノベーション・開放を通じた世界トップクラスの都

市クラスター開発を目標に、広東省の 9 都市と香港・マカオ特別行政区の協力促進を目指すものです。 

「計画綱要」の導入は、この意欲的目標の強固な土台になるでしょう。本稿では、計画綱要の構成要素を概観し、大湾区全体で物品・サービ

ス・資本・人材・情報の流れをさらに促進する政策動向に焦点を当てます。 

全体の目標とスケジュール 

大湾区計画は国家戦略プロジェクトです。計画綱要は香港、マカオ、広東省のさらに深い協力を通じて、次の 5 つの戦略的方向付けの実現を

目指しています。 

① 世界トップクラスのダイナミックな都市群の構築 

② 国際的な技術とイノベーションのグローバルハブの建設 

③ 「一帯一路」計画の実施サポート 

④ 中国本土と前海・南沙・横琴開発区に位置する香港とマカオの間の協力深化 

⑤ 居住だけでなくビジネスや観光にも適する質の高い生活環境の形成  

2019 年 4 月 

 

China Management News  
（KPMG中国マネジメントニュース） 

大湾区の最新情報 
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計画綱要では大湾区の短期・長期目標も定めています。短期的には、2022 年までに世界トップクラスのベイエリア、世界トップクラスの都市クラ

スターになるための枠組みの構築を目指しています。また、長期的には大湾区を 2035 年までに全面的に完成させ、イノベーション・国際競争力・

貿易・住みやすさの面で最上級のグローバル基準を満たすことを求めています。 

大湾区諸都市の役割 

計画綱要では広州、深圳、香港、マカオが大湾区の 4 つの「中核都市」として指定され、各都市について以下のように具体的な開発分野が示

されています。 

広州は国際的なビジネス・貿易センター、総合的な輸送ハブ、そして科学技術教育の重要な中心地と位置付けられています。 

深圳は経済特区、国家経済中核都市、国家イノベーション都市として、国際化と都市近代化を加速するとともに、引き続き地域における主要な

イノベーションハブとしての役割を果たします。 

金融、輸送・ロジスティクスの主要な国際拠点である香港は、引き続きグローバルなオフショア人民元取引拠点、国際的なアセットマネジメント／

リスクマネジメントセンターとしての地位を強化します。その他の目標には、ハイエンド産業の促進、イノベーションとテクノロジーの強化、新興産業の

育成、国際競争力の向上などが掲げられています。 

大湾区の一部としてのマカオの役割には、ポルトガル語圏との事業協力の促進や、中国における多文化都市モデルの推進などが挙げられていま

す。 

この 4 つの中核都市は、珠海、仏山、恵州、東莞、中山、江門、肇慶の各市に対し、それぞれの強みを最大限に生かし、都市群内の連携と発

展を促進します。 

計画綱要の 5 つのキーポイント 

全体的な要件 

世界トップクラスの都市クラスターとしての大湾区開発は、さらに広範囲の珠江デルタ地域にカスケード効果をもたらし、中国の経済改革と開発、

さらには「一帯一路」戦略においても主導的な役割を果たすでしょう。これは、イノベーションと起業家精神の奨励、インフラ投資の加速、既存産

業の高度化、文化・学術交流の奨励、人々の生活環境の改善による優れた投資・ビジネス環境の創出によって可能になります。 

第 4章 国際的なテクノロジーとイノベーションのハブを開発（主に技術研究・開発、インフラ、金融部門が対象） 

計画綱要は、大湾区に位置するイノベーション／ハイテク／研究開発関連工業団地のための重要な技術インフラの建設を加速する必要性を指

摘し、研究開発センターと工業開発のプラットフォームとして香港とマカオを開発する案を支持しています。計画綱要は、創造力にあふれるテクノロ

ジー企業の資金調達を支援するために証券取引市場を通じた資金援助プラットフォームの立上げを含む多様な資金調達手段を積極的に展開

し、ベイエリア資金調達プロジェクトへの参加に関して香港のプライベートエクイティファンドを後押しします。これらの施策によって、テクノロジー企業

は香港証券市場上場による資金調達プラットフォームに参加することができます。計画綱要は同時に、知的財産情報共有プラットフォームの立上

げを推進するための施策を打ち出しました。知的財産権を強化し、大湾区全体で学術分野と技術分野の情報交換を促進することが目的です。 

第 5章 人材・物品・情報の流れを促すためインフラを加速（主にインフラ・通信・エネルギー部門が対象） 

計画綱要は、大湾区における航空、鉄道、高速道路などの交通網の建設の加速を求めています。補完的なサービスシステムを構築するため、

地域内の様々な交通手段の利用を促進し、既存の交通ハブを活用し、より効率的な資源共有を図ることが目的です。さらに計画綱要は、広東

省・香港・マカオの港で人とモノの通関能力と利便性を高めることを強く促すとともに、通信ネットワークの強化を求めています。当然のことながら、こ

れは通信コストの低減につながります。この実現のために、計画綱要は広東省・香港・マカオで携帯電話の長距離料金とローミング料金を廃止す

るためのフィージビリティスタディの実施を働きかけています。  
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また、計画綱要はエネルギー供給構造の最適化を併せて要求しています。具体的には、環境に優しい低炭素エネルギーの開発と、安全で効率

のよいクリーンな低炭素エネルギー供給システムの構築が挙げられています。 

第 6章 国際競争力を持つ近代的な産業システムの構築（主に製造、金融、専門サービス、不動産部門が対象）  

製造部門 

計画綱要は、大湾区における工業部門の継続的開発を求めています。珠海と仏山をはじめとする最先端機器製造工業地帯や、深圳と東莞を

中心とする先端エレクトロニクス製造業クラスターもその 1 つです。これらのプロジェクトの目的は、インテリジェント製造、グリーン製造、再製造を強

力に後押しすることです。  

金融部門 

計画綱要は、金融サービス部門における香港の主導的地位を生かし、海外志向の投資・金融プラットフォームを構築することを目指しています。

発展計画はまた、地域のプライベートエクイティ取引市場と、地域の財産権・商品取引の中心地を育てる目的で広州を支援しています。さらに発

展計画には、「中国ポルトガル協力発展ファンド」の本拠地であるマカオがその地位を生かし、中国語圏とポルトガル語圏の協力を主導すると明

記されています。  

計画綱要は、広東省・香港・マカオの保険機構を支援し、国境を越えた画期的な保険商品を共同開発するという目標も掲げています。関係す

る法令の遵守を条件として、大湾区域内の銀行は、国境を越えた人民元建て銀行間貸出、直物・先物人民元為替取引を取り扱い、人民元

関連デリバティブとウェルスマネジメント商品のクロスセールスを行うことが可能です。加えて、大湾区域内の企業は人民元建てクロスボーダー債券

を発行できます。上記の規定は、香港と中国本土の市民や機関によるクロスボーダー投資を拡大させます。  

専門サービス 

計画綱要は、大湾区エリアで香港・中国経済貿易緊密化協定（CEPA）に基づく香港・マカオのサービス部門の開放拡大を図ります。また発

展計画は、投資を活発化させるため、広東省・香港・マカオによる専門サービスの共同開発推進を目指しています。さらに、香港とマカオの投資

家に適用される資格や持株比率の制限などの障壁を撤廃または緩和する方法を調査するよう求めています。  

第 7章 環境保全の推進（主にエネルギー、土木、グリーン産業部門が対象）  

計画綱要は、水の保全、陸上起因汚染の防止、海浜／沿岸管理に関する一層の協力を求めるとともに、在来型産業を進化させ、より環境に

やさしい工業システムの建設を促進するため、最先端の省電低炭素技術を使った環境に優しいインテリジェント製造の拡大を支援します。 

第 8章 住民、労働者、観光客のために質の高い生活環境を形成する（主に教育、医療、エンターテインメント、レジャー、文

化部門が対象）  

計画綱要は広東省、香港、マカオの大学間共同教育プロジェクトを支援し、主要な学科、実験室、研究センターの共同開発を推奨しています。  

文化振興については、大湾区エリア内に音楽産業の発展を後押しするための産業センターを設立するよう求め、香港の文化プログラムを支援する

ほか、映画祭、ブックフェア、デザインウィークといった影響力の大きい国際的なイベントを主催することにより、優れた文化的ハブとしての香港の地

位向上を目指します。 

発展計画は同時に、深圳のファッション・文化産業の振興を図り、著名な国際スポーツイベント、地域のスポーツイベントの開催地として大湾区を

ともに盛り立てることを目指すほか、地域全体で観光を振興するための規定を定めています。  

最後に計画綱要が目指すのは、香港・マカオのサービス事業者と協力し、中国本土の 9 つの大湾区都市に医療機関や高齢者介護センターな

どの社会サービス機関を設立することです。高齢化が進む香港とマカオの住民のための高齢者介護をこうして支援します。 



© 2019 KPMG, a Hong Kong partnership and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a 
Swiss entity. © 2019 KPMG Advisory (China) Limited, a wholly foreign owned enterprise in China and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG 
International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 

4 

 

 

 

 

 

特区における改革の深化と「一帯一路」計画のための外部プラットフォームの確立 

計画綱要は、香港・マカオ企業による本土市場への進出を促すため、ベイエリアの複数の特区（前海・横琴・南沙を含む）と香港・マカオの間の

交流を最適化します。また、香港とマカオという 2 つの自由貿易経済のプラットフォームを活用し、「一帯一路」計画の関連活動に大湾区が積極

的に参加するよう促しています。 

次なる段階 

大湾区の規模、経済的ポテンシャル、相互接続性は、インフラ、建設、不動産、金融サービス、保険、資本市場、テクノロジーを含む幅広い部門

において未曾有の機会を生み出すでしょう。 

企業がこれらの機会を最大限に生かすためには、大湾区統合の潜在的影響を慎重に評価し、地域の接続性や地域内における人材・物品・資

源の流れに基づいた総合的な事業方針を立案しなければなりません。 

また、大湾区の諸都市の役割と利点も併せて検討すべきです。例えば、香港が国際的な金融・輸送・貿易のハブとして機能する一方で、広東

省には最先端の製造・IT 産業とイノベーション力があります。また、マカオが誇るのは観光・レジャー産業です。 

さらに、大湾区の影響は珠江デルタを越え、近隣の福建省、江西省、湖南省、広西自治区、海南省、貴州省、雲南省にも及ぶ可能性があり

ます。大湾区は中国経済の開放と「一帯一路」計画の発展をさらに促す触媒の働きをするでしょう。中国市場への浸透を目指す企業や中国に

事業所を持つ企業にとって、大湾区は逃すことのできないビジネスチャンスです。 

 

以上 

 

（みずほチャイナマンスリー 2018 年 4 月号に掲載） 
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